
 
 

令和 7 年 10 月 1 日 
国土交通省関東地方整備局 

常陸河川国道事務所 

 
災害対策用機器操作講習会（道路系）の実施について 
〜「国」「⾃治体」「⺠間企業」の三者合同での操作講習会の開催〜 

 

 常陸河川国道事務所では、地震や洪水等による災害発生時に迅速な復旧活動を行うため、
照明車などの災害対策用機器を配備しています。これらの機器は、各自治体からの要請によ
り貸付することも可能となっており、これまでの災害復旧においても活躍しています。 

このため、実際に機器を操作することが想定される関係自治体や災害協定を締結している
建設会社を対象として、操作講習会を実施することと致しましたのでお知らせします。 

 

開催日 ：令和 7 年 10 月６日（月）１０：００〜１２：００、１３：３０〜１５：３０ 
令和 7 年 10 月７日（火）１０：００〜１２：００、１３：３０〜１５：３０ 
両日とも午前の部、午後の部に分けて開催します。 
雨天決行ですが、荒天時や災害対応などやむを得ない理由により、延期となる場合 

           があります。 
会場  ：茨城県東茨城郡茨城町⻑岡地先（別紙１の案内図参照） 
対象機器：照明車、車両移動機器（別紙２参照） 

 
取材について 

 講習の取材は可能です。取材にあたっては取材申込書（別紙３参照）にて事前に申し込み
をお願いします。会場内では貴社の腕章などを着用してください。自動車は、講習会場内に 
駐車可能です。 
 

＜発表記者クラブ＞ 
竹芝記者クラブ  神奈川建設記者会 茨城県政記者クラブ 栃木県政記者クラブ 
＜問い合わせ先＞ 
関東地方整備局 常陸河川国道事務所 
電話：０２９−２４０−４０６１（代表） メールアドレス：ktr-hitachi-bousaika@ki.mlit.go.jp 
副所⻑  川村（かわむら） （内線：２０５） 
防災課⻑ 堀米（ほりこめ） （内線：２８１） 

 



別紙１

令和７年度　災害対策用機器操作講習会　会場案内図

※講習会場は、国道６号沿いになります。
※国道６号下り車線（土浦方面から日立方面へ向かう車線側）からしか入れません。
※インターチェンジ付近のため高速道路を降りてくる車に十分注意して下さい。

国土地理院の電子国土webを加工して使用



別紙２

災害対策用機器操作講習

１．対象機器及び操作講習内容

○対象機器

・照明車 夜間作業を行うための照明を備えた車両です。

車両の設置及び撤去、ブームの操作、照明の点灯などを講習会にて実
施します。

・車両移動機器 被災地等において直ちに道路啓開をし、緊急車両の通行ルートを迅速に
確保するために使用します。
車両移動機器の設置及び車両の移動などを講習会にて実施します。

照明車　操作訓練

（車両移動機器は車両移動ジャッキ、車両移動吊具、フォークリフトレッ
カーの3種類あります。）

訓練状況（R6年度）

車両移動ジャッキ実施訓練







別紙３ 

取材の申し込み 

災害対策用機器操作講習会（道路系） 

取材申込書 

 

1.貴 社 名                             

 

（ふりがな）                            

 

2.氏 名                              

 

（ふりがな）                            

 

3.連絡先 

電 話 番 号                           

 

ＦＡＸ番号                           

 

4.取材希望日時（どちらかに○） 

 

１０月６日（ 午前 ・ 午後 ） 

 

 

 

 

 

 

※送信後、お手数ですが受信確認の連絡（TEL０２９－２４０－４０７４）をお願いし

ます。 

 

5．取材に当たっての注意事項 

 取材に当たっては、以下の注意事項をご確認いただき、その遵守へのご協力をお願

いします。 

 ○事故防止の観点から、取材に当たっては節度ある行動をお願いします。 

 ○手荷物・貴重品等の管理は各自にてお願いします。 

 ○以下の症状がある方の入場はご遠慮いただきます。また、会場でのマスク着用は

個人の判断でお願いします。 

 ・風邪の症状や 37.5℃以上の発熱がある方 

 ・強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある方 

 ・その他、ご自身の体調に不安がある方 

【申込先】 

国土交通省関東地方整備局 常陸河川国道事務所 防災課長 堀米 行 

E-mail：ktr-hitachi-bousaika@ki.mlit.go.jp 

取材希望の方は、令和７年１０月３日（金）１５時までに、上記宛先までご連絡い

ただきますようお願いいたします。 
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